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第１章 はじめに 

 

１ 計画策定の意義 

 

近年、我が国において急速な少子化が進行するなか、核家族化の進展や地域のつ

ながりの希薄化により、子育てに不安や孤立感を覚える家庭も増加傾向であること

に加え、結婚や子どもを生み育てることに対する意識も変容しております。 

さらに、女性の社会進出に伴う共働き家庭の増加、就労環境の多様化などにより

子どもと子育てを取り巻く環境は時代とともに変化を続け、幼稚園や保育所が果た

す役割は重要になっています。 

 

このような中、国においては、幼稚園と保育所の連携や施設の柔軟な運営につい

ての提言等を受けて検討が進められ、平成 18 年に就学前の教育・保育ニーズに対

応する新たな選択肢となる幼保一体化施設として認定こども園制度が開始されま

した。さらに、平成 24 年 8 月には「子ども・子育て関連 3 法」が成立し、平成

27 年度からはじまる「子ども・子育て支援新制度」では、幼稚園と保育所の良さ

をあわせ持つ施設である認定こども園の改善等を含む、幼児期の教育・保育、地域

の子ども・子育て支援策が総合的に推進されることとなりました。 

 

本市における就学前教育・保育の現状をみると、公立幼稚園・保育所の児童は減

少傾向にあり、地域によっては子どもの健やかな育ちに必要な集団規模を確保する

ことがむずかしい状況となっています。 

この状況は今後も全市的に加速すると考えられ、このままでは適正な集団規模に

よる就学前教育・保育がより一層むずかしくなると考えられます。また、幼稚園・

保育所の多くは築後 30 年以上が経過し、老朽化が進んでおり施設・設備面からも

安全面の確保に向けた検討が必要となっています。 

 

また、「五條市子ども・子育て支援事業計画」では、３歳未満児の保育利用や延

長保育利用の増加が見込まれており、多様化する保育ニーズに対応するための提供

体制の確保が必要となっています。 

 

このような状況を踏まえ、公立幼稚園・保育所のあり方について、子どもの最善

の利益を実現する観点から、次代を担う子どものことを第一に考え、質の高い就学

前教育・保育を一体的に提供できる体制を全市域に整え、計画的に幼保一体化に向

けた取り組みを推進していくため、「五條市立幼稚園・保育所のあり方について」（以

下「本計画」という。）を策定しました。 
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２ 計画の期間 

本計画の期間は平成 27 年度から平成 3１年度までの５年間とし、関連計画であ

る「五條市子ども・子育て支援事業計画」にあわせて見直しを行います。 

 

 

３ 計画の策定体制 

本計画は、平成 25 年 10 月に設置された「五條市子ども・子育て会議」におい

て、子どもたちが豊かな人間関係を築き、集団生活を通じて充実した就学前教育・

保育を享受するために、子育て支援ニーズ調査の結果等を検討し、認定こども園を

含めた公立幼稚園・保育所のあり方について審議を重ね策定したものです。 
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第２章 五條市の子育てを取り巻く現状と課題 

 

１ 就学前児童の状況 

（１）就学前児童数の推移と推計 

本市の就学前児童数は減少を続けており、平成21年から平成25年にかけて136

人減少しています。推計値をみると、平成 26 年から平成 31 年にかけて、さらに

181 人減少する見込みとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■就学前児童数の推移 

■就学前児童数の推計 

資料：住民基本台帳 

資料：コーホート変化率法による推計値 

189 203 157 176 180

196 202 208 171 188

206 203 205 205 173

197 212 203 209 206

221 196 216 198 208

280 221 195 217 198

1,289
1,237

1,184 1,176 1,153

0

500

1,000

1,500

平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

（人）

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳

160 155 150 146 140 135

191 171 165 160 155 149

190 194 173 167 162 157

175 193 197 175 169 164

205 175 192 196 174 169

208 205 175 192 196 174

1,129 1,093 1,052 1,036 996 948

0

500

1,000

1,500

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

（人）

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳
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２ 就学前教育・保育の状況 

（１）幼稚園・保育所(園)の定員、年齢別入所児童数 

 

(平成 27年 3月 1 日現在) 

施設名 定員 
入所児童数 

充足率 
０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計 

五條保育所 75  4 7 5 5 7 28 37.3 

宇智野保育所 130 7 12 22 19 30 22 112 86.2 

北宇智保育所 130  6 8 12 14 12 52 40.0 

阿太保育所 45    4 2 6 12 26.7 

南宇智保育所 90  7 7 8 18 9 49 54.4 

阪合部保育所 60    8 7 6 21 35.0 

牧野保育所 140  7 12 18 31 25 93 66.4 

岡保育所 60  5 7 9 13 15 49 81.7 

公立保育所合計 730 7 41 63 83 120 102 416 57.0 

ちべん保育園 120 7 17 23 24 30 29 130 108.3 

なかよし保育園 150 13 24 31 28 35 30 161 107.3 

私立保育所(園)合計 270 20 41 54 52 65 59 291 107.8 

保育所(園)合計 1,000 27 82 117 135 185 161 707 70.7 

 

五條幼稚園 350    27 21 37 85 24.3 

西吉野幼稚園 80    7 1 6 14 17.5 

幼稚園合計 430    34 22 43 99 23.0 

 

保育所(園)･幼稚園合計 1,430 27 82 117 169 207 204 806 56.4 

（市外受託含） 
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（２）幼稚園・保育所(園)の入所児童の推移 

 

施設名 定員 

入所児童数 

H15 
H15 

充足率 
H17 H19 H21 H23 H25 

H25 
充足率 

五條保育所 75 40 53.3 43 35 34 36 28 37.3 

宇智野保育所 130 103 79.2 92 91 87 87 100 76.9 

北宇智保育所 130 118 90.8 102 93 88 81 59 45.4 

阿太保育所 45 34 75.6 35 29 25 11 11 24.4 

南宇智保育所 90 109 121.1 88 66 52 41 45 50.0 

阪合部保育所 60 51 85.0 44 37 31 27 18 30.0 

牧野保育所 140 121 86.4 133 133 112 101 107 76.4 

岡保育所 60 62 103.3 45 37 55 57 45 75.0 

大塔保育所 20 8 40.0 10 7 8 8 休所 0.0 

城戸保育所 30 29 96.7 25 13 7 休所 休所 0.0 

二見保育所 90 55 61.1 50 39 23 休所 廃所  

公立保育所合計 870 730 83.9 667 580 522 449 413 56.6 

ちべん保育園 120 42 35.0 49 78 114 136 122 101.7 

なかよし保育園 150 187 124.7 179 165 141 125 149 99.3 

私立保育所(園)合計 270 229 84.8 228 243 255 261 271 100.4 

保育所(園)合計 1,140 959 84.1 895 823 777 710 684 60.0 

 

五條幼稚園 350 143 40.9 116 103 92 89 92 26.3 

賀名生幼稚園 (80) 33 41.3 24 18 統合    

白銀北幼稚園 (80) 27 33.8 20 19 統合    

西吉野幼稚園 80 － － － － 23 22 17 21.3 

幼稚園合計 430 201 39.4 160 140 115 111 109 25.3 

 

保育所(園)･幼稚園合計 
1,570 

(1,650) 
1,160 70.3 1,055 963 892 821 793 50.5 

（各年度末） 

   

五條市の保育所（園）は、12 か所あり、公立 10 か所（うち 2 か所休所中）、

私立２か所となっています。また、幼稚園は、公立２か所となっております。平成

25 年度の入所、入園状況及び入所定員に対する定員充足率は、公立保育所が 413

名、56.６％、私立保育所（園）が 271 名、100.4％、公立幼稚園が 110 名、

25.6％となっています。 
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（３）公立幼稚園・保育所の施設の状況 

 

施設名 建物構造 新築年月 増改築等 経過年数 

五條保育所 
鉄筋コンクリート造り 

２階建 
昭和 60年 3 月  30 

宇智野保育所 
鉄骨ブロック造り 

平屋建 
昭和 52年 2 月  38 

北宇智保育所 
鉄骨ブロック造り 

平屋建 
昭和 56年 2 月  34 

阿太保育所 軽量鉄骨平屋建 昭和 62年 3 月  28 

南宇智保育所 
鉄骨ブロック造り 

平屋建 
昭和 54年 3 月  36 

阪合部保育所 
鉄骨ブロック造り 

平屋建 
昭和 52年 7 月  37 

牧野保育所 鉄骨造り平屋建 昭和58年12月 平成 2年 3月増改築 31 

岡保育所 
鉄骨ブロック造り 

平屋建 
昭和 50年 3 月  40 

大塔保育所 木造平屋建 平成 17年 7 月 平成 24 年 4 月休所 9 

城戸保育所 木造平屋建 平成元年 3月 平成 22 年 4 月休所 26 

五條幼稚園 鉄骨造り平屋建 昭和 47年 3 月  43 

西吉野幼稚園 木造平屋建 平成 7年 10 月 

平成 21 年 4 月 

賀名生･白銀北幼稚

園統合 

19 

(平成 27年 3 月現在) 

 

公立幼稚園・保育所の多くは、昭和 40 年代後半から 50 年代に整備されていま

す。築後 30 年以上経過し施設全体の老朽化が進んでおり、順次建て替えや大規模

改修等を検討する必要があります。 
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55.2 

50.0 

41.0 

30.1 

21.6 

30.3 

18.9 

15.9 

8.0 

3.0 

3.5 

42.0 

49.7 

26.6 

26.0 

17.3 

17.7 

12.1 

11.4 

12.5 

2.1 

7.1 

0% 20% 40% 60%

幼稚園と保育所の良さをあわせ持ち、質の高い幼児

教育と保育を総合的に受けることができる

保護者が働いている、働いていないにかかわらず

利用できる

保護者の就労状況が変化しても継続して利用できる

ため、子どもにとっての環境変化が少ない

幼保小の連携が強化され、小学校への移行が

スムーズになる

施設の統合によって、子どもの育ちに適正な集団

規模が確保される

新しい施設が建設され、設備環境が向上する

園舎・園庭や駐車場が拡充される

市財政運営上において効率的であり、子育て

支援が全体的に充実される

メリットだと思うことは特にない

その他

不明・無回答

就学前児童(N=402) 小学生児童(N=519)

３ 子育て支援ニーズ調査からみる保護者の意識 

◆ニーズ調査の実施 

五條市立幼稚園・保育所の今後のあり方に関する課題と意識を把握するため、就

学前児童、小学生児童の保護者を対象とした子育て支援ニーズ調査を実施し基礎資

料としました。 

 

①施設の統廃合や幼保一体化において、子育てや子どもの育ちにとって、期待できると感

じるもの、またはメリットであると感じるもの〈複数回答〉 

施設の統廃合や幼保一体化において、子育てや子どもの育ちにとって、期待できる

と感じるもの、またはメリットであると感じるものについては、就学前児童では、「幼

稚園と保育所の良さをあわせ持ち、質の高い幼児教育と保育を総合的に受けることが

できる」が 55.2％と最も高く、次いで「保護者が働いている、働いていないにかか

わらず利用できる」が 50.0％となっています。 

小学生児童では、「保護者が働いている、働いていないにかかわらず利用できる」

が 49.7％と最も高く、次いで「幼稚園と保育所の良さをあわせ持ち、質の高い幼児

教育と保育を総合的に受けることができる」が 42.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 就学前児童（N=402） 

小学生児童（N=519） 



8 
 

施設の統廃合や幼保一体化において期待できる、またはメリットであると感じるも

のについて、就学前児童を小学校区別にみると、すべての小学校区において「幼稚園

と保育所の良さをあわせ持ち、質の高い幼児教育と保育を総合的に受けることができ

る」または「保護者が働いている、働いていないにかかわらず利用できる」が高くな

っています。 

また、「施設の統合によって、子どもの育ちに適正な集団規模が確保される」では

西吉野・大塔小学校区が、「新しい施設が建設され、設備環境が向上する」では北宇

智小学校区が、それぞれ他の小学校区と比較して高くなっています。 

[就学前児童 小学校区別] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

48.6 

50.0 

45.8 

25.0 

15.3 

29.2 

59.1 

46.5 

44.9 

36.2 

18.9 

29.9 

52.8 

41.7 

25.0 

27.8 

22.2 

41.7 

60.0 

40.0 

40.0 

20.0 

30.0 

30.0 

57.6 

57.6 

35.6 

28.8 

23.7 

25.4 

43.2 

47.7 

38.6 

22.7 

22.7 

31.8 

68.4 

52.6 

36.8 

31.6 

21.1 

31.6 

55.6 

63.0 

48.1 

29.6 

40.7 

25.9 

0% 20% 40% 60% 80%

幼稚園と保育所の良さを

あわせ持ち、質の高い

幼児教育と保育を総合的に

受けることができる

保護者が働いている、

働いていないに

かかわらず利用できる

保護者の就労状況が

変化しても継続して

利用できるため、

子どもにとっての

環境変化が少ない

幼保小の連携が強化され、

小学校への移行が

スムーズになる

施設の統合によって、

子どもの育ちに適正な

集団規模が確保される

新しい施設が建設され、

設備環境が向上する

18.1 

12.5 

11.1 

4.2 

0.0 

22.0 

19.7 

7.9 

0.8 

3.9 

19.4 

8.3 

13.9 

2.8 

8.3 

20.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

15.3 

16.9 

3.4 

5.1 

3.4 

15.9 

9.1 

11.4 

4.5 

2.3 

10.5 

15.8 

0.0 

5.3 

5.3 

22.2 

29.6 

7.4 

3.7 

7.4 

0% 20% 40% 60% 80%

園舎・園庭や駐車場が

拡充される

市財政運営上において

効率的であり、

子育て支援が

全体的に充実される

メリットだと思うことは

特にない

その他

不明・無回答

五條小学校区(N=72)

牧野小学校区(N=127)

北宇智小学校区(N=36)

阿太小学校区(N=10)

宇智小学校区(N=59)

野原小学校区(N=44)

阪合部小学校区(N=19)

西吉野・大塔小学校区(N=27)

五條小学校区(N=72) 
牧野小学校区(N=127) 
北宇智小学校区(N=36) 
阿太小学校区(N=10) 
宇智小学校区(N=59) 
野原小学校区(N=44) 
阪合部小学校区(N=19) 
西吉野・大塔小学校区(N=27) 
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39.7 

56.2 

26.0 

30.1 

12.3 

19.2 

46.3 

52.5 

31.6 

24.9 

14.1 

20.3 

35.2 

44.4 

25.9 

24.1 

14.8 

20.4 

52.2 

43.5 

21.7 

13.0 

17.4 

13.0 

40.0 

48.0 

28.0 

24.0 

16.0 

13.3 

28.8 

50.0 

17.3 

38.5 

23.1 

17.3 

50.0 

46.4 

25.0 

17.9 

21.4 

14.3 

47.1 

41.2 

20.6 

26.5 

38.2 

11.8 

0% 20% 40% 60% 80%

幼稚園と保育所の良さを

あわせ持ち、質の高い

幼児教育と保育を総合的に

受けることができる

保護者が働いている、

働いていないに

かかわらず利用できる

保護者の就労状況が

変化しても継続して

利用できるため、

子どもにとっての

環境変化が少ない

幼保小の連携が強化され、

小学校への移行が

スムーズになる

施設の統合によって、

子どもの育ちに適正な

集団規模が確保される

新しい施設が建設され、

設備環境が向上する

13.7 

16.4 

12.3 

1.4 

5.5 

14.7 

11.9 

12.4 

2.8 

4.5 

14.8 

5.6 

16.7 

1.9 

13.0 

8.7 

13.0 

13.0 

4.3 

0.0 

8.0 

10.7 

12.0 

2.7 

5.3 

11.5 

7.7 

15.4 

0.0 

11.5 

10.7 

10.7 

3.6 

3.6 

7.1 

5.9 

14.7 

8.8 

0.0 

17.6 

0% 20% 40% 60% 80%

園舎・園庭や駐車場が

拡充される

市財政運営上において

効率的であり、

子育て支援が

全体的に充実される

メリットだと思うことは特にない

その他

不明・無回答

五條小学校区(N=73)

牧野小学校区(N=177)

北宇智小学校区(N=54)

阿太小学校区(N=23)

宇智小学校区(N=75)

野原小学校区(N=52)

阪合部小学校区(N=28)

西吉野・大塔小学校区(N=34)

 

施設の統廃合や幼保一体化において期待できる、またはメリットであると感じるも

のについて、小学生児童を小学校区別にみると、すべての小学校区において「幼稚園

と保育所の良さをあわせ持ち、質の高い幼児教育と保育を総合的に受けることができ

る」または「保護者が働いている、働いていないにかかわらず利用できる」が高くな

っています。 

また、「幼保小の連携が強化され、小学校への移行がスムーズになる」では野原小

学校区が、「施設の統合によって、子どもの育ちに適正な集団規模が確保される」で

は西吉野・大塔小学校区が、それぞれ他の小学校区と比較して高くなっています。 

[小学生児童 小学校区別] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

五條小学校区(N=73) 
牧野小学校区(N=177) 
北宇智小学校区(N=54) 
阿太小学校区(N=23) 
宇智小学校区(N=75) 
野原小学校区(N=52) 
阪合部小学校区(N=28) 
西吉野・大塔小学校区(N=34) 
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23.6 

44.5 

57.5 

8.0 

40.8 

10.0 

4.2 

4.5 

15.8 

36.8 

47.4 

8.9 

36.8 

11.6 

5.6 

9.6 

0% 20% 40% 60%

幼稚園と保育所の統合となるため、統合時は子どもに

とっての環境変化が大きい

長時間利用児と短時間利用児が一緒に生活するため、

迎えが遅い園児への心理的な影響がある

集団規模が大きくなることで、保育士や教員によるきめ

細かな配慮が薄らぐ不安がある

地域とのつながりが薄らぐ不安がある

送迎の距離が長くなる不安がある

デメリットだと思うことは特にない

その他

不明・無回答

就学前児童(N=402) 小学生児童(N=519)

②施設の統廃合や幼保一体化において、子育てや子どもの育ちにとって、不安に感じるも

の、またはデメリットであると感じるもの〈複数回答〉 

施設の統廃合や幼保一体化において、子育てや子どもの育ちにとって、不安に感じ

るもの、またはデメリットであると感じるものについては、「集団規模が大きくなる

ことで、保育士や教員によるきめ細かな配慮が薄らぐ不安がある」が就学前児童で

57.5％、小学生児童で 47.4％と最も高く、次いで、就学前児童では、「長時間利用

児と短時間利用児が一緒に生活するため、迎えが遅い園児への心理的な影響がある」

が 44.5％、小学生児童では、「長時間利用児と短時間利用児が一緒に生活するため、

迎えが遅い園児への心理的な影響がある」「送迎の距離が長くなる不安がある」がそ

れぞれ 36.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就学前児童（N=402） 

小学生児童（N=519） 
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29.2 

45.8 

66.7 

1.4 

25.2 

49.6 

60.6 

7.9 

16.7 

44.4 

38.9 

11.1 

20.0 

60.0 

30.0 

10.0 

23.7 

42.4 

52.5 

6.8 

25.0 

40.9 

59.1 

9.1 

26.3 

26.3 

63.2 

15.8 

7.4 

33.3 

55.6 

18.5 

0% 20% 40% 60% 80%

幼稚園と保育所の統合と

なるため、統合時は

子どもにとっての

環境変化が大きい

長時間利用児と短時間利用児が

一緒に生活するため、

迎えが遅い園児への

心理的な影響がある

集団規模が大きくなることで、

保育士や教員による

きめ細かな配慮が

薄らぐ不安がある

地域とのつながりが

薄らぐ不安がある

37.5 

4.2 

6.9 

4.2 

36.2 

11.8 

3.9 

3.9 

61.1 

5.6 

2.8 

11.1 

50.0 

20.0 

0.0 

0.0 

35.6 

16.9 

1.7 

5.1 

38.6 

13.6 

6.8 

2.3 

63.2 

10.5 

5.3 

0.0 

48.1 

0.0 

3.7 

7.4 

0% 20% 40% 60% 80%

送迎の距離が長くなる

不安がある

デメリットだと思うことは

特にない

その他

不明・無回答

五條小学校区(N=72)

牧野小学校区(N=127)

北宇智小学校区(N=36)

阿太小学校区(N=10)

宇智小学校区(N=59)

野原小学校区(N=44)

阪合部小学校区(N=19)

西吉野・大塔小学校区(N=27)

施設の統廃合や幼保一体化において、不安に感じるもの、またはデメリットである

と感じるものについて、就学前児童を小学校区別にみると、北宇智・阿太小学校区を

除くすべての小学校区において「集団規模が大きくなることで、保育士や教員による

きめ細かな配慮が薄らぐ不安がある」が最も高く、阪合部小学校区では「送迎の距離

が長くなる不安がある」も同様に高くなっています。また、北宇智小学校では「送迎

の距離が長くなる不安がある」、阿太小学校では「長時間利用児と短時間利用児が一

緒に生活するため、迎えが遅い園児への心理的な影響がある」がそれぞれ最も高くな

っています。 

[就学前児童 小学校区別] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

五條小学校区(N=72) 
牧野小学校区(N=127) 
北宇智小学校区(N=36) 
阿太小学校区(N=10) 
宇智小学校区(N=59) 
野原小学校区(N=44) 
阪合部小学校区(N=19) 
西吉野・大塔小学校区(N=27) 
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16.4 

30.1 

52.1 

6.8 

16.4 

40.7 

49.2 

6.8 

16.7 

46.3 

37.0 

9.3 

4.3 

26.1 

39.1 

13.0 

14.7 

37.3 

45.3 

6.7 

21.2 

30.8 

48.1 

11.5 

7.1 

46.4 

60.7 

10.7 

17.6 

26.5 

44.1 

20.6 

0% 20% 40% 60% 80%

幼稚園と保育所の統合と

なるため、統合時は

子どもにとっての

環境変化が大きい

長時間利用児と短時間利用児が

一緒に生活するため、

迎えが遅い園児への

心理的な影響がある

集団規模が大きくなることで、

保育士や教員による

きめ細かな配慮が

薄らぐ不安がある

地域とのつながりが

薄らぐ不安がある

30.1 

13.7 

4.1 

8.2 

29.4 

14.1 

5.6 

6.8 

37.0 

11.1 

1.9 

16.7 

65.2 

0.0 

17.4 

4.3 

44.0 

10.7 

6.7 

8.0 

38.5 

9.6 

7.7 

13.5 

57.1 

3.6 

3.6 

10.7 

35.3 

8.8 

2.9 

17.6 

0% 20% 40% 60% 80%

送迎の距離が長くなる

不安がある

デメリットだと思うことは

特にない

その他

不明・無回答

五條小学校区(N=73)

牧野小学校区(N=177)

北宇智小学校区(N=54)

阿太小学校区(N=23)

宇智小学校区(N=75)

野原小学校区(N=52)

阪合部小学校区(N=28)

西吉野・大塔小学校区(N=34)

施設の統廃合や幼保一体化において、不安に感じるもの、またはデメリットである

と感じるものについて、小学生児童を小学校区別にみると、北宇智・阿太小学校区を

除くすべての小学校区において「集団規模が大きくなることで、保育士や教員による

きめ細かな配慮が薄らぐ不安がある」が最も高くなっています。また、北宇智小学校

では「長時間利用児と短時間利用児が一緒に生活するため、迎えが遅い園児への心理

的な影響がある」、阿太小学校では「送迎の距離が長くなる不安がある」がそれぞれ

最も高くなっています。 

[小学生児童 小学校区別] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

五條小学校区(N=73) 
牧野小学校区(N=177) 
北宇智小学校区(N=54) 
阿太小学校区(N=23) 
宇智小学校区(N=75) 
野原小学校区(N=52) 
阪合部小学校区(N=28) 
西吉野・大塔小学校区(N=34) 
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③施設の統廃合や幼保一体化について〈単数回答〉 

施設の統廃合や幼保一体化についてどう思うかについては、「条件（統合の内容）

によっては、統廃合及び幼保一体化に賛成する」が就学前児童で 40.5％、小学生児

童で 30.3％と最も高く、次いで「どちらでもよい」が就学前児童で 15.9％、小学

生児童で 19.1％となっています。 

小学校区別にみると、就学前児童の西吉野・大塔小学校区において「統廃合及び幼

保一体化（認定こども園）に、賛成する」が他の校区と比較して高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就
学
前
児
童 

小
学
校
区
別 

小
学
生
児
童 

小
学
校
区
別 

14.7 

11.9 

6.9 

16.5 

16.7 

20.0 

15.3 

13.6 

10.5 

29.6 

13.7 

14.1 

13.0 

17.4 

8.0 

5.8 

7.1 

11.8 

40.5 

30.3 

54.2 

38.6 

36.1 

50.0 

33.9 

29.5 

57.9 

33.3 

31.5 

31.1 

24.1 

43.5 

29.3 

25.0 

39.3 

29.4 

6.2 

3.7 

9.7 

4.7 

2.8 

10.0 

6.8 

9.1 

5.3 

3.7 

4.1 

5.1 

1.9 

4.3 

2.7 

3.8 

3.6 

0.0 

12.7 

12.9 

8.3 

9.4 

13.9 

10.0 

18.6 

22.7 

5.3 

14.8 

11.0 

11.9 

14.8 

17.4 

13.3 

11.5 

10.7 

20.6 

5.2 

4.8 

4.2 

7.9 

8.3 

0.0 

3.4 

0.0 

0.0 

7.4 

1.4 

6.2 

7.4 

0.0 

5.3 

5.8 

3.6 

2.9 

15.9 

19.1 

12.5 

16.5 

16.7 

10.0 

16.9 

22.7 

15.8 

7.4 

23.3 

18.1 

14.8 

8.7 

22.7 

26.9 

10.7 

14.7 

1.5 

2.7 

2.8 

1.6 

2.8 

0.0 

1.7 

0.0 

0.0 

0.0 

1.4 

2.8 

1.9 

4.3 

5.3 

1.9 

3.6 

0.0 

3.2 

14.6 

1.4 

4.7 

2.8 

0.0 

3.4 

2.3 

5.3 

3.7 

13.7 

10.7 

22.2 

4.3 

13.3 

19.2 

21.4 

20.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童

(N=402)

小学生児童

(N=519)

五條小学校区

(N=72)

牧野小学校区

(N=127)

北宇智小学校区

(N=36)

阿太小学校区

(N=10)

宇智小学校区

(N=59)

野原小学校区

(N=44)

阪合部小学校区

(N=19)

西吉野・大塔

小学校区(N=27)

五條小学校区

(N=73)

牧野小学校区

(N=177)

北宇智小学校区

(N=54)

阿太小学校区

(N=23)

宇智小学校区

(N=75)

野原小学校区

(N=52)

阪合部小学校区

(N=28)

西吉野・大塔

小学校区(N=34)

統廃合及び幼保一体化（認定こども園）に、賛成する

条件（統合の内容）によっては、統廃合及び幼保一体化に賛成する

保育所だけの統廃合であれば、賛成する

今すぐは反対であるが、将来的には、統廃合や幼保一体化はやむをえないと思う

反対する

どちらでもよい

その他

不明・無回答

統廃合及び幼保一体化（認定こども園）に、賛成する 

条件（統合の内容）によっては、統廃合及び幼保一体化に賛成する 

保育所だけの統廃合であれば、賛成する 

今すぐは反対であるが、将来的には、統廃合や幼保一体化はやむ 
をえないと思う 
反対する 

どちらでもよい 

その他 

不明・無回答 
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36.8 

51.2 

63.2 

46.3 

54.5 

24.4 

25.1 

14.7 

40.3 

20.9 

13.7 

10.0 

1.2 

0.7 

2.5 

20.6 

49.5 

35.3 

25.8 

30.3 

12.7 

22.5 

17.5 

25.4 

9.1 

6.7 

6.7 

2.7 

5.2 

14.8 

0% 20% 40% 60% 80%

集団活動が実施できる同年齢の園児数

通いやすい施設の立地

安全や衛生面が優れていること

教育・保育の方針や内容

保育料などの費用負担額

幼児教育の充実

小学校へのスムーズな移行

送迎バスの運行

利用できる曜日や保育時間

保育室・遊戯室・園庭の広さなど設備の充実

育児相談、園開放、一時保育など子育て

支援機能の充実

０歳児（乳児）保育の実施

その他

とくにない

不明・無回答

就学前児童(N=402) 小学生児童(N=519)

 
④平日の教育・保育事業を選ぶ際に重視すること（したこと）〈複数回答〉 

平日の教育・保育事業を選ぶ際に重視すること（したこと）については、就学前児

童では、「安全や衛生面が優れていること」が 63.2％と最も高く、次いで「保育料な

どの費用負担額」が 54.5％となっています。小学生児童では、「通いやすい施設の立

地」が 49.5％と最も高く、次いで「安全や衛生面が優れていること」が 35.3％と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就学前児童（N=402） 

小学生児童（N=519） 
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第３章 公立施設整備の基本的な考え方 

１ 公立施設の就学前教育・保育に係る基本的考え方 

本市では公立の就学前教育・保育施設は、認定こども園として整備を進めます。 

これは、子どもの利益を第一に考え、質の高い就学前教育・保育の提供を行うと

ともに、保護者や地域の子育て力の向上に向けた支援を実施するためです。 

ただし、五條市立西吉野幼稚園については、認定こども園をも視野に入れつつ地

域の状況を考慮して、本計画に基づき運営を行います。今後、就園児童の推移等を

見ながら施設のあり方について随時検討します。 

施設の統廃合や幼保一体化については、様々な期待がある一方で、少なからず不

安もあることから、認定こども園の整備にあたっては、地域の実情を十分に踏まえ

ながら健やかな子どもの育ちの視点に立った適正な集団規模による就学前教育・保

育が受けられる環境を整える必要があります。 

 

 

認定こども園とは 

○幼稚園と保育所の機能を兼ね備えるもの。 

○３歳以上は、保護者の就労の有無にかかわらず、預けられる。 

○保護者の就労の状況により、1 日 4 時間（教育標準時間）、8 時間（保育 

短時間）、11 時間（保育標準時間）の就学前教育・保育が受けられる。 

○幼稚園教諭と保育士の資格を持つ「保育教諭」が保育する。 

○地域の「子育て支援」の場。（在宅で子育てしている家庭も利用できる。） 

○仕事を持つ親と、そうでない親との協働・交流の場。 
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２ 子どもの集団規模及び認定こども園の規模  

（１）集団生活を通しての就学前教育・保育についての考え方 

 

乳幼児期は、様々な環境との相互作用により発達し、特に人とのかかわりが大切で

す。愛情豊かな大人との信頼関係を起点として、次第に子ども同士のかかわりを持つ

ようになります。さらに、集団生活を送る中で、自立心や人とかかわる力を培い、刺

激を与え合いながら成長していきます。 

 

少人数のクラスでは、子ども一人ひとりへの理解が深まり、個々に応じた援助が可

能な一方で、集団として適正な人数のクラスであれば、子ども同士のかかわりが自然

と生まれ、遊びを通して育ち合い社会生活を営むうえで大切な自主性や協同性を身に

つけることが出来ると考えます。 

 

子どもの最善の利益を目的として、充実した就学前教育・保育を享受できる良好な

環境を保障するため、集団を通しての就学前教育・保育は、特に 3 歳以上児において、

より望ましい成長を促すと考えられます。 

幼稚園・保育所・認定こども園は、乳幼児期に保育者や他の子どもと出会い、共に

生活することを経験できる場です。特に３歳以上児は、友だちと共に育ち合う機会も

多く、人間関係の面でも日々急速に成長する時期であることから、適正な集団での生

活を通しての学びと育ちを保障することが重要です。 
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（２）子どもの集団の最低規模 

 

子どもの健やかな育ちに必要な集団活動や異年齢交流が、幅広く多様に実施できる

ように、望ましい１クラスの適正人数を検討する必要があります。あわせて集団生活

として成り立つクラスの必要最低人数の設定も求められています。 

これまでの様々な学術研究や五條市子ども・子育て会議における審議により、望ま

しい集団生活を保障する就学前教育・保育を実現するために、３歳児から５歳児の 1

クラスに必要な最低人数の目安としては、以下の通り設定します。 

なお、０～２歳児に関しては、一人ひとりの育ちに応じた援助を行い、保育者との

信頼関係を築く中で、徐々に友だちへの関心や集団としての意識が育つように配慮し

ます。 

 

３歳児 1 クラス 12 人 

４・５歳児 1 クラス 20 人 

 

 

◆国の１クラスの児童数並びに保育士等配置基準 

【幼稚園】 １クラスの児童数は、35 人以下が原則 （幼稚園設置基準） 

【保育所】 保育士の数は、 

      ０歳児：3 人につき 1 人以上 

1・2 歳児：6 人につき 1 人以上 

3 歳児：20 人につき 1 人以上 

４・５歳児：30 人に 1 人以上 

（児童福祉施設の設備及び運営に関する基準） 

 

◆学術研究の成果 

就学前教育・保育施設において理想とされる 1 クラスの適正規模に関するこれまで

の研究より 

◇参考資料 1 

【幼稚園】 3 歳児：15 名または 20 名 

４・５歳児：25 名 

【保育所】 2 歳児及び 3 歳児：15 名 

４歳児及び５歳児：20 名 

(参考：新井美保子『幼稚園・保育所における乳幼児の適正人数に関する研究 

(その 2)』愛知教育大学研究報告) 
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◇参考資料 2 

0 歳児クラス：10 人程度 

1 歳児クラス：7～13 人 

2 歳児クラス：7～18 人 

3 歳児クラス：10～20 人 

４・５歳児クラス：20～25 人 

(参考：研究代表者 庄司順一『保育の質の評価に関する研究』保育科学研究  

2010 年度) 

 

◆委員提出資料（公立保育所長会からの意見書） 

 望ましい 1 クラスあたりの人数 

0 歳児クラス：4 人 

1 歳児クラス：8 人 

2 歳児クラス：12 人 

3 歳児クラス：15 人 

４歳児クラス：20 人 

５歳児クラス：20 人 

 

 

 

（３）認定こども園の規模 

 

適正規模として、3 歳児から 5 歳児では、国の保育者の配置基準とクラスの必要最

低人数を考慮した、クラス運営の可能な規模が適切であり、０歳児から 2 歳児に関し

ては、子どもの人数に見合った保育スペースを確保できる規模が適切であると考えま

す。 

また、３歳児から 5 歳児のクラス数に関しては、１クラスでは人間関係が固定化し、

自主性や協同性などを培う機会が少なくなることが懸念されます。さらに、クラス替

えが可能な複数クラスでの就学前教育・保育を求める意見もあることから、できる限

り複数クラスが確保できる集団規模が望ましいと考えます。 
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（４）認定こども園の具体的規模 

 

  幼稚園における１クラスの定員は、幼稚園設置基準において 35 人以下となって

います。また保育所では、児童福祉施設最低基準により、３歳児は 20 人につき１

人以上、４・５歳児は30人につき１人以上保育士を配置することとなっています。 

 本市では、集団生活として成り立つ１クラスの必要人数として、３歳児について

は、12 人（集団の最低規模基準）から 20 人（保育士配置基準）、４・５歳児は

20 人から 30 人を望ましい１クラスの適正人数の範囲とし、クラス運営ができる

規模とします。 

 

施設整備の検討にあたり、年度途中での入所に対応できるように、児童福祉施設

最低基準ではなく、１クラスの適正人数の範囲のうち中間値を使用します。 

 

 １クラスの適正人数の範囲 １クラスの適正人数（中間値） 

３歳児 12 人から 20 人 17 人 

４・５歳児 20 人から 30 人 25 人 

 

 

 

（５）認定こども園の施設整備について 

 

施設整備の検討にあたっては、今後 20 年間の五條市人口推計をもとに、乳幼児

人口の減少が予想される中、子ども・子育て支援対策に一定の効果があり、出生率

の低下に歯止めがかかると仮定し検討を行いました。（検討資料１～３） 

検討の結果、児童数推計や私立保育所（園）の利用者数等の状況から、適正な集

団規模として複数クラスを確保するためには、公立の認定こども園を全市域で２～

３か所整備することが適切と考えられます。 

ただし、五條市立西吉野幼稚園については、認定こども園をも視野に入れつつ就

園児童の推移等を見ながら施設のあり方について随時検討します。 
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検討資料１  今後 20 年の人口推計 

※平成 32年度以降出生数が減少しないと仮定 

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

155 150 146 140 135 135 135 135 135 135

171 165 160 155 149 143 143 143 143 143

194 173 167 162 157 151 145 145 145 145

193 197 175 169 164 159 153 147 147 147

175 192 196 174 169 164 158 153 147 147

205 175 192 196 174 169 163 158 153 147

209 206 175 193 196 175 169 164 159 153

199 209 206 175 193 196 175 169 164 159

218 200 210 207 176 194 198 176 170 165

198 219 200 210 208 177 194 198 176 171

225 198 219 200 210 207 177 194 198 176

271 225 198 219 200 210 208 177 194 198

520 488 473 457 441 429 423 423 423 423

573 564 563 539 507 492 474 458 447 441

1,093 1,052 1,036 996 948 921 897 881 870 864

1,320 1,257 1,208 1,204 1,183 1,159 1,121 1,078 1,061 1,022

2,413 2,309 2,244 2,200 2,131 2,080 2,018 1,959 1,931 1,886

11歳

0～2歳

3～5歳

0～5歳

6～11歳

合計

5歳

6歳

7歳

8歳

9歳

10歳

年齢

0歳

1歳

2歳

3歳

4歳

 

H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46

135 135 135 135 135 135 135 135 135 135

143 143 143 143 143 143 143 143 143 143

145 145 145 145 145 145 145 145 145 145

147 147 147 147 147 147 147 147 147 147

147 147 147 147 147 147 147 147 147 147

147 147 147 147 147 147 147 147 147 147

147 147 147 147 147 147 147 147 147 147

153 147 147 147 147 147 147 147 147 147

160 154 148 148 148 148 148 148 148 148

165 160 154 148 148 148 148 148 148 148

171 165 160 154 148 148 148 148 148 148

176 171 165 160 154 148 148 148 148 148

423 423 423 423 423 423 423 423 423 423

441 441 441 441 441 441 441 441 441 441

864 864 864 864 864 864 864 864 864 864

972 944 921 904 892 886 886 886 886 886

1,836 1,808 1,785 1,768 1,756 1,750 1,750 1,750 1,750 1,750

11歳

0～2歳

3～5歳

0～5歳

6～11歳

合計

5歳

6歳

7歳

8歳

9歳

10歳

年齢

0歳

1歳

2歳

3歳

4歳
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検討資料２  施設整備（私立保育所（園）除く） 

①公立施設での就学前教育・保育利用者推計 

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

０歳 17 17 17 17 17 18 19 20 21 21
１歳 73 61 58 55 52 50 46 46 46 46
２歳 73 61 58 55 52 50 46 46 46 46
３歳 138 142 120 114 109 104 98 92 92 92
４歳 115 132 136 114 109 104 98 93 87 87
５歳 145 115 132 136 114 109 103 98 93 87
合計 561 528 521 491 453 435 410 395 385 379  

H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46

０歳 21 21 21 21 21 21 21 21 21 21
１歳 46 46 46 46 46 46 46 46 46 46
２歳 46 46 46 46 46 46 46 46 46 46
３歳 92 92 92 92 92 92 92 92 92 92
４歳 87 87 87 87 87 87 87 87 87 87
５歳 87 87 87 87 87 87 87 87 87 87
合計 379 379 379 379 379 379 379 379 379 379  

 

 

②公立施設での就学前教育・保育を実施するためのクラス数 (集団数) 

年齢 人数 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

０歳 3人 5.7 5.7 5.7 5.7 5.7 6.0 6.3 6.7 7.0 7.0
１歳 6人 12.2 10.2 9.7 9.2 8.7 8.3 7.7 7.7 7.7 7.7
２歳 6人 12.2 10.2 9.7 9.2 8.7 8.3 7.7 7.7 7.7 7.7
３歳 17人 8.1 8.4 7.1 6.7 6.4 6.1 5.8 5.4 5.4 5.4
４歳 25人 4.6 5.3 5.4 4.6 4.4 4.2 3.9 3.7 3.5 3.5
５歳 25人 5.8 4.6 5.3 5.4 4.6 4.4 4.1 3.9 3.7 3.5  

 

年齢 人数 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46

０歳 3人 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0
１歳 6人 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7
２歳 6人 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7 7.7
３歳 17人 5.4 5.4 5.4 5.4 5.4 5.4 5.4 5.4 5.4 5.4
４歳 25人 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5
５歳 25人 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5 3.5  
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検討資料３  「１クラスの適正人数」から算定した認定こども園の例 
 

① １園の場合 

A 園 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 4 歳児 5 歳児 合計 

クラス数 7 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 8 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 8 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 6 クラス 4 クラス 4 クラス 37 

人数 21 人 46 人 46 人 100 人 100 人 100 人 413 人 

→ 認定こども園の規模を、420 人程度とします。 
 

② ２園の場合 

【A 園】 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 4 歳児 5 歳児 合計 

クラス数 4 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 4 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 4 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 3 クラス 2 クラス 2 クラス 19  

人数 11 人 23 人 23 人 50 人 50 人 50 人 207 人 
 

【B 園】 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 4 歳児 5 歳児 合計 

クラス数 4 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 4 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 4 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 3 クラス 2 クラス 2 クラス 19 

人数 10 人 23 人 23 人 50 人 50 人 50 人 206 人 

→ 一つの認定こども園の規模を、210 人程度とします。 
 

③－① ３園の場合（定員均等） 

【A 園】 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 4 歳児 5 歳児 合計 

クラス数 3 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 3 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 3 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 2 クラス 2 クラス 2 クラス 15 

人数 7 人 16 人 16 人 34 人 34 人 34 人 141 人 
 

【B 園】 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 4 歳児 5 歳児 合計 

クラス数 3 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 3 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 3 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 2 クラス 2 クラス 2 クラス 15 

人数 7 人 15 人 15 人 33 人 33 人 33 人 136 人 
 

【C 園】 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 4 歳児 5 歳児 合計 

クラス数 3 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 3 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 3 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 2 クラス 2 クラス 2 クラス 15 

人数 7 人 15 人 15 人 33 人 33 人 33 人 136 人 

→ 一つの認定こども園の規模を、140 人程度とします。 
 

③－② ３園の場合 

【A 園】 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 4 歳児 5 歳児 合計 

クラス数 3 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 3 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 3 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 3 クラス 2 クラス 2 クラス 16 

人数 9 人 17 人 17 人 50 人 50 人 50 人 193 人 
 

【B 園】 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 4 歳児 5 歳児 合計 

クラス数 2 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 3 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 3 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 2 クラス 1 クラス 1 クラス 12 

人数 6 人 17 人 17 人 25 人 25 人 25 人 115 人 
 

【C 園】 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 4 歳児 5 歳児 合計 

クラス数 2 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 2 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 2 ｸﾞﾙｰﾌﾟ 2 クラス 1 クラス 1 クラス 10 

人数 6 人 12 人 12 人 25 人 25 人 25 人 105 人 

→ 一つの認定こども園の規模を、100～200 人程度とします。 
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３ 施設整備の進め方 

（１）子ども・子育て会議における具体的な検討 

公立幼稚園・保育所の適正配置にあたっては、「五條市子ども・子育て会議」にお

ける検討を通じ、施設規模や就学前教育・保育への需要と供給のバランス、地域の実

情等を考慮した上で、施設の整備時期や配置等について、具体的に検討を進めます。 

 

（２）学校適正化に向けた検討との連携 

本市教育委員会では、平成 25 年３月に策定した「五條市教育振興基本計画」に基

づき、平成 26 年５月に「五條市学校適正化検討委員会」を設置し、教育内容及び学

校規模、配置、通学区域等の適正化に向けた検討を進めています。 

就学前の教育・保育は小学校への円滑な接続のうえ、一貫性のある育ちを確保する

ことが重要であるため、公立幼稚園・保育所の適正配置にあたっては、学校適正化に

向けた議論と緊密な連携のもと、具体的な施設の整備時期や配置等の検討を進めるこ

ととします。 

 

（３）多様な保育ニーズへの対応 

「五條市子ども・子育て支援事業計画」で定められている量の見込みでは、３歳未

満児の保育利用や延長保育利用の増加が見込まれており、多様化する保育ニーズに対

応するための提供体制の確保が必要となっています。 

認定こども園の整備にあたっては、これらの多様化する保育ニーズに対応できるよ

う、施設・設備の充実及び人員確保に努めます。 

 

（４）地域の子育て支援拠点としての機能強化 

認定こども園の整備にあたっては、地域住民への十分な説明・周知のもと、地域住

民の理解・協力を得ながら進める必要があります。 

また、既存施設の再配置により新たに整備する認定こども園は、施設を利用する家

庭だけでなく、新たな地域コミュニティの中核的施設として、地域の子育て支援機能

も期待されます。「五條市子ども・子育て支援事業計画」では、地域子育て支援拠点

事業における子育て支援センター事業の導入を検討しています。 

施設を利用しない子育て家庭をはじめ、幅広い世代の地域住民が交流することがで

き、地域のすべての子どもの健やかな育ちを支援する施設としての機能充実を図りま

す。



24 
 

 

資 料 編 
 

１ 策定経過 

開催日 主な内容 

平成 25 年 

6 月 19 日 

五條市子ども・子育て会議条例 公布 

 

平成 25 年 

10 月 17 日 

 

平成 25 年度 第１回五條市子ども・子育て会議 

〈市長からの諮問〉 

１ 五條市子ども・子育て支援事業計画の策定について 

２ 五條市の保育所・幼稚園の今後のあり方について 

〈議事〉 

１ 子ども・子育て支援新制度 

２ 五條市子ども・子育て支援ニーズ調査の実施（アンケート項目の確認） 

３ 部会の設置 

平成 25 年 

11 月 29 日 

～12 月 8 日 

五條市子育て支援ニーズ調査の実施 

〈対象者〉 

１ 就学前児童 ８９４人 

２ 小学生 １,１０４人 

平成 26 年 

2 月 25 日 

子ども・子育て新制度研修会 

「まち」の子ども・子育て会議  

～児童減少地域における子ども・子育て新制度の活用策について～ 

帝塚山大学 現代生活部 こども学科 教授 清水益治 氏 

平成 26 年 

2 月 27 日 

平成 25 年度 第２回五條市子ども・子育て会議 

〈報告〉 

１ 五條市における子ども・子育て支援事業の現状 

２ 五條市子ども・子育て支援ニーズ調査の結果 

〈議事〉 

１ 就学前教育・保育提供区域の設定 

平成 26 年 

5 月 22 日 

平成 26 年度 第１回五條市子ども・子育て会議 

〈報告〉 

１ 子ども・子育て支援新制度 

２ 五條市の幼稚園・保育所の現状について 

〈議事〉 

１ 確認を受ける特定施設及び特定事業の運営基準 

２ 就学前教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込み 
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開催日 主な内容 

平成 26 年 

8 月 5 日 

平成 26 年度 第２回五條市子ども・子育て会議 

〈議事〉 

１ 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準 

２ 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準 

３ 就学前教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の供給量 

４ 「（仮称）五條市子ども・子育て支援事業計画」骨子 

平成 26 年 

9 月 29 日 

「五條市子ども・子育て会議」先進地視察 

〈視察先〉 

１ 大和高田市「土庫こども園」 

２ 橋本市「すみだこども園」 

平成 26 年 

10 月 8 日 

平成 26 年度 第３回五條市子ども・子育て会議 

〈報告〉 

１ 「五條市子ども・子育て会議」認定こども園視察 

〈議事〉 

１ 就学前教育・保育の一体的提供 

２ 就学前教育・保育の提供内容 

３ 公立施設の規模 

平成 26 年 

11 月 19 日 

平成 26 年度 第４回五條市子ども・子育て会議 

〈報告〉 

１ 子ども・子育て支援新制度における五條市の条例 

〈議事〉 

２ 子ども・子育て支援新制度における「認定」で市町村が定める事項  

３ 「（仮称）五條市子ども・子育て支援事業計画〈素案〉」 

４ 「（仮称）五條市立保育所・幼稚園のあり方について〈素案〉」 

平成 27 年 

2 月 5 日 

平成 26 年度 第５回五條市子ども・子育て会議 

〈報告〉 

１ 五條市子ども・子育て会議開催状況 

〈議事〉 

１ 「（仮称）五條市子ども・子育て支援事業計画〈案〉」  

（Ⅰ）キャッチフレーズ 

（Ⅱ）放課後児童健全育成事業の提供体制、確保策の考え方 

２ 「（仮称）五條市立幼稚園・保育所のあり方について〈案〉」 

３ 五條市子ども・子育て会議「答申書〈案〉」 

平成 27 年 

2 月１６日 

「答申書」の提出 

１ 五條市子ども・子育て支援事業計画の策定について 

２ 五條市立幼稚園・保育所のあり方について 
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２ 五條市子ども・子育て会議委員名簿 

（敬称略） 

区分 所属団体等 役職名等 委員名 備考 

市議会議員 

厚生建設常任委員会 委員長 

福塚 実 
H25.10.1～

H25.12.4 

大谷 龍雄 
H25.12.5～

H26.12.16 

岩本 孝 H26.12.17～ 

総務文教常任委員会 委員長 

山口 耕司 
H25.10.1～

H25.12.4 

吉田 雅範 
H25.12.5～

H26.12.16 

吉田 正 H26.12.17～ 

地域住民組織

の代表者 
五條市 自治連合会 会長 谷向 秀喜 H25.10.1～ 

子どもの保護

者 

五條市 公立幼稚園 PTA 

会長 

柴田 裕彦 
H25.10.1～

H26.4.30 

巽 寿美 H26.5.1～ 

副会長 

栗林 ゆり子 
H25.10.1～

H26.4.30 

吉田 淳 H26.5.1～ 

五條市 公立保育所保護者

連合会 

会長 

森山 義和 
H25.10.1～

H26.4.30 

吉田 全完 H26.5.1～ 

副会長 

福田 一裕 
H25.10.1～

H26.4.30 

清水 美穂 
H26.5.1～

H26.11.30 

 



27 
 

 

区分 所属団体等 役職名等 委員名 備考 

子ども・子育

て支援に従事

する者 

五條市 社会福祉協議会 会長 北山 茂文 
【会長】 

H25.10.1～ 

社会福祉法人 智辯会 

ちべん保育園 
理事長(園長) 大森 圭祥 H25.10.1～ 

社会福祉法人 愛誠会 

なかよし保育園 
園長 田野瀬 久子 H25.10.1～ 

五條市 公立保育所所長会 会長 

山仲 鈴子 
H25.10.1～

H26.3.31 

松森 まり子 H26.4.1～ 

五條市 公立幼稚園長代表 五條幼稚園長 堂本 操 H25.10.1～ 

次世代を担う

者 
五條青年会議所 理事長 

飯田 明子 
H25.10.1～

H25.12.31 

加藤 秀規 
H26.1.1～

H26.12.31 

栗山 修 H27.1.1～ 

学識経験を有

する者 

奈良教育大学 教育学部  准教授 掘越 紀香 
【副会長】 

H25.10.1～ 

奈良県 こども・女性局 

子育て支援課 
指導主事 和田 みち子 H25.10.1～ 

市及び関係行

政職員 

五條市 

理事 青山 智博 

【副会長】 

H25.10.1～

H26.3.31 

副市長 樫内 成吉 
【副会長】 

H26.4.1～ 

五條市 教育委員会事務局 教育部長 

町口 正治 
H25.10.1～

H26.3.31 

近井 稔巳 H26.4.1～ 

五條市 あんしん福祉部 部長 谷口 幸雄 H25.10.1～ 

五條市 すこやか市民部 部長 

山本 邦美 
H25.10.1～

H26.3.31 

河村 康友 H26.4.1～ 
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３ 五條市子ども・子育て会議条例 

 

 （設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第７７条第１項の規定に基づく審議会その

他の合議制の機関として、五條市子ども・子育て会議（以下「会議」という。）を置く。 

 （所掌事務） 

第２条 会議は、子ども・子育て支援法第７７条第１項に規定するもののほか、市長の諮問に応じて、

本市の子ども・子育て支援等に関する重要事項について調査審議する。 

２ 会議は、前項に規定する重要事項に関し市長に意見を述べることができる。 

 （組織） 

第３条 会議は、委員及び臨時委員２０人以内で組織する。 

２ 特別の事項を調査審議するため必要があるときは、会議に臨時委員を置くことができる。 

３ 委員及び臨時委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱又は任命する。 

(1) 市議会議員 

(2) 地域住民組織の代表者 

 (3) 子どもの保護者 

 (4) 子ども・子育て支援に従事する者 

(5) 次世代を担う者 

(6) 学識経験を有する者 

(7) 市及び関係行政職員 

(8) その他市長が必要と認める者 
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（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とし、再任されることを妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補

欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 臨時委員の任期は、当該特別の事項に関する調査審議が終了するまでとする。 

 （会長及び副会長） 

第５条 会議に会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれらを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、会議を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 会議は、会長が招集し、会長が議長となる。ただし、会長が互選される前に招集する会議は、

市長が招集する。 

２ 会議は、委員及び議事に関係のある臨時委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができな

い。 

３ 会議の議事は、出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数で決し、可否同数のときは、

会長の決するところによる。 

 （部会） 

第７条 会議は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員及び臨時委員は、会長が指名する。 

 （庶務） 

第８条 会議の庶務は、児童福祉課において処理する。 

 （委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮って定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 
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